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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】
 

回次
第73期

第１四半期連結
累計期間

会計期間

自2022年
　12月１日
至2023年
　２月28日

売上高 （千円） 1,617,191

経常損失（△） （千円） △94,796

親会社株主に帰属する四半期純損失（△） （千円） △6,318

四半期包括利益 （千円） 18,595

純資産額 （千円） 4,001,232

総資産額 （千円） 9,429,937

１株当たり四半期純損失（△） （円） △7.28

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 （円） －

自己資本比率 （％） 42.4

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

　　　　２．当社は、当第１四半期連結会計期間より四半期連結財務諸表を作成しているため、前第１四半期連結累計期

間及び前連結会計年度の主要な経営指標等については記載しておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、１株当たり四半期純損失であり、また、潜在株式が存

在しないため記載しておりません。

 

２【事業の内容】

当第１四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。

　当社は、2022年12月16日付で株式会社ユニオン・コンサルタントの全株式を取得したことに伴い、当第１四半期連

結会計期間より同社を連結の範囲に含めております。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】
　当第１四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。
　また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。
　当社グループは、建設工事に関連する地質調査、土質調査を中心に環境・防災・海洋調査業務等を行い、これらに
関連する測量、建設計画、設計等の業務および工事を主な事業としております。事業内容の性質上、人が密集する
等、一般的に新型コロナウイルス感染症の影響を受けると考えられる事柄との関係性は低い事業であり、現時点では
着工中案件の中断等はありません。当社グループでは、当社グループ社員をはじめとする関係者の安全を最優先とす
る方針のもと、在宅勤務・時差通勤等を推奨し、感染予防や拡大防止に対して適切な管理体制を構築して対応してお
ります。
　ただし、今後新型コロナウイルス感染症の影響が長期に渡る場合などには、当社グループの経営成績に影響を及ぼ
す可能性があります。
 

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中における将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において判断したものであります。

当社は、当第１四半期連結会計期間より四半期連結財務諸表を作成しているため、前年同四半期連結累計期間及び

前連結会計年度末との比較分析は行っておりません。

 

(1) 経営成績の分析

①経営成績の概況

　当第１四半期連結累計期間におけるわが国の経済は、新型コロナウイルス感染症に伴う行動制限は大幅に緩和さ

れ、政府による経済対策もあり国内経済は着実に回復基調にあります。

　しかしながら、ウクライナ情勢の長期化とそれに伴う原材料価格等の高騰や半導体などの部材不足は引き続き懸

念材料であり、近時の米銀破綻や欧州銀行の財務悪化なども注意を要する状況と言えます。

　当社グループを取り巻く建設コンサルタントおよび地質調査業界におきましては、国が策定した「防災・減災、

国土強靭化のための５か年加速化対策」の施行により、国内公共事業を取り巻く環境は引き続きおおむね堅調に推

移するものと予想されます。

　当社グループは新型コロナウイルス感染症に対する行動指針が緩和されて以降も、社員をはじめとする関係者の

安全を最優先とする方針に変わりなく、在宅勤務・時差通勤、会議等のWEB化と業務中のマスク着用を推奨してお

ります。

　こうした状況の中、当社グループはコア技術を活かした点検、診断、維持対策工法検討など予防保全業務に注力

するとともに、地質リスクに対応した保有・先端技術を活かした提案力をもって、国土強靭化推進業務をはじめと

する自然災害・防災関連等の業務、道路・下水道維持管理をはじめとするインフラメンテナンス業務、再生可能エ

ネルギー、海洋資源開発等、関連業務に全社員協力一致のもと取り組んだ結果、当第１四半期連結累計期間の経営

成績は、次のとおりとなりました。

　受注高は15億65百万円、売上高は16億17百万円、営業損失は１億11百万円、経常損失は94百万円、親会社株主に

帰属する四半期純損失は６百万円となりました。

 

②売上高の季節的変動について

当社グループは、官公庁・公共企業体をはじめとする公共部門との取引率が高いことから、納期の関係もあり、

売上高・利益ともに第２四半期と第４四半期に集中するという季節変動の傾向があります。

 

(2) 財政状態の分析

（資産）

　当第１四半期連結会計期間末における資産合計は、94億29百万円となりました。主な内訳は、完成調査未収入金

及び契約資産37億58百万円、土地15億38百万円、現金及び預金13億51百万円等であります。

（負債）

　当第１四半期連結会計期間末における負債合計は、54億28百万円となりました。主な内訳は、短期借入金30億20

百万円、調査未払金３億58百万円、退職給付に係る負債５億90百万円、社債２億87百万円等であります。

（純資産）

　当第１四半期連結会計期間末における純資産合計は、40億１百万円となりました。主な内訳は、資本金８億19百

万円、資本剰余金８億26百万円、利益剰余金26億69百万円等であります。

 

(3) 経営方針・経営戦略等

　当第１四半期連結累計期間において、当社グループが定めている経営方針・経営戦略等について重要な変更はあ

りません。

 

(4) 会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定

　前事業年度の有価証券報告書に記載した「経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分

析」中の会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定の記載について重要な変更はありません。
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(5) 優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題

当第１四半期連結累計期間において、当社グループが優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題について重要

な変更はありません。

 

(6) 研究開発活動

　当社グループの調査コンサルタントとしての業務は、その全てが高度な技術力によって支えられており、その向

上と新分野、新技術の開発は不可欠なものであります。この為当社グループは、地盤に関連した広範囲な課題に対

する最適なソリューションを提供することを目的として、国、独立行政法人、大学等の研究機関ならびに民間の研

究機関との連携による共同研究開発を積極的に進めており、研究開発費の執行状況は5,106千円であります。
 

３【経営上の重要な契約等】
　当社は2022年12月８日開催の取締役会にて、株式会社ユニオン・コンサルタントの全株式を取得して子会社化す
ることを決議し、同日付で株式譲渡契約を締結しました。なお、2022年12月16日に全株式取得が完了しておりま
す。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 3,400,000

計 3,400,000

 

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末
現在発行数（株）
（2023年２月28日）

提出日現在発行数（株）
（2023年４月14日）

上場金融商品取引所名又
は登録認可金融商品取引

業協会名
内容

普通株式 1,057,980 1,057,980
東京証券取引所

スタンダード市場
単元株式数100株

計 1,057,980 1,057,980 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

　　　　　該当事項はありません。

 

②【その他の新株予約権等の状況】

　　　　　該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

2022年12月１日～

2023年２月28日
－ 1,057,980 － 819,965 － 826,345

 

（５）【大株主の状況】

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（６）【議決権の状況】

当第１四半期会計期間末日現在の議決権の状況については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載す

ることができませんので、直前の基準日（2022年11月30日）に基づく株主名簿による記載をしております。

 

①【発行済株式】

    2023年２月28日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式  － － －

議決権制限株式（自己株式等）  － － －

議決権制限株式（その他）  － － －

完全議決権株式（自己株式等）（注） 普通株式 190,300 214 －

完全議決権株式（その他） 普通株式 862,700 8,627 －

単元未満株式 普通株式 4,980 －
１単元(100株)未満の

株式

発行済株式総数  1,057,980 － －

総株主の議決権  － 8,841 －

　（注）「完全議決権株式（自己株式等）」欄の普通株式数には、「役員株式給付信託（ＢＢＴ）」の導入に伴い、株式

会社日本カストディ銀行（信託Ｅ口）が保有する21,400株（議決権の数214個）が含まれております。なお、当

該議決権の数214個は、議決権不行使となっております。

 

②【自己株式等】

    2023年２月28日現在

所有者の氏名又
は名称

所有者の住所
自己名義所有株
式数（株）

他人名義所有株
式数（株）

所有株式数の合
計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

川崎地質株式会社
東京都港区三田二

丁目11番15号
168,900 21,400 190,300 17.99

計 － 168,900 21,400 190,300 17.99

 

（注）他人名義で所有している理由等

保有理由 名義人の氏名又は名称 名義人の住所

「役員株式給付信託（ＢＢＴ）」制

度の信託財産として21,400株保有

株式会社日本カストディ銀行（信託

Ｅ口）
東京都中央区晴海１丁目８番12号

 

２【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（2007年内閣府令

第64号）に基づいて作成しております。

　なお、当社は当第１四半期連結会計期間より四半期連結財務諸表を作成しているため、比較情報を記載しておりま

せん。

 

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間（2022年12月１日から2023

年２月28日まで）及び第１四半期連結累計期間（2022年12月１日から2023年２月28日まで）に係る四半期連結財務諸

表について、みおぎ監査法人による四半期レビューを受けております。

 

EDINET提出書類

川崎地質株式会社(E04987)

四半期報告書

 7/23



１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

 （単位：千円）

 
当第１四半期連結会計期間

（2023年２月28日）

資産の部  

流動資産  

現金及び預金 1,351,399

受取手形 6,362

完成調査未収入金及び契約資産 3,758,250

未成調査支出金 578,618

材料貯蔵品 1,054

その他 59,385

貸倒引当金 △31,331

流動資産合計 5,723,740

固定資産  

有形固定資産  

建物及び構築物（純額） 700,263

機械装置及び運搬具（純額） 154,022

土地 1,538,475

リース資産（純額） 243,565

その他（純額） 2,931

有形固定資産合計 2,639,258

無形固定資産 73,972

投資その他の資産  

投資有価証券 546,484

長期貸付金 952

繰延税金資産 207,672

その他 240,857

貸倒引当金 △3,000

投資その他の資産合計 992,966

固定資産合計 3,706,197

資産合計 9,429,937

負債の部  

流動負債  

調査未払金 358,520

短期借入金 3,020,000

１年内償還予定の社債 100,000

１年内返済予定の長期借入金 9,300

リース債務 98,047

未払法人税等 9,011

賞与引当金 125,106

未成調査受入金 225,611

その他 236,995

流動負債合計 4,182,592

固定負債  

社債 287,500

長期借入金 94,862

リース債務 207,229

役員退職慰労引当金 5,557

退職給付に係る負債 590,500

その他 60,463

固定負債合計 1,246,113

負債合計 5,428,705
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 （単位：千円）

 
当第１四半期連結会計期間

（2023年２月28日）

純資産の部  

株主資本  

資本金 819,965

資本剰余金 826,345

利益剰余金 2,669,572

自己株式 △538,001

株主資本合計 3,777,881

その他の包括利益累計額  

その他有価証券評価差額金 226,640

退職給付に係る調整累計額 △3,289

その他の包括利益累計額合計 223,351

純資産合計 4,001,232

負債純資産合計 9,429,937
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

 （単位：千円）

 
当第１四半期連結累計期間
（自　2022年12月１日
至　2023年２月28日）

売上高 1,617,191

売上原価 1,155,707

売上総利益 461,483

販売費及び一般管理費 573,016

営業損失（△） △111,533

営業外収益  

受取利息 17

受取配当金 3,842

受取手数料 3,563

固定資産賃貸料 18,604

営業外収益合計 26,028

営業外費用  

支払利息 9,024

その他 267

営業外費用合計 9,291

経常損失（△） △94,796

特別利益  

負ののれん発生益 78,293

特別利益合計 78,293

税金等調整前四半期純損失（△） △16,502

法人税等 △10,184

四半期純損失（△） △6,318

親会社株主に帰属する四半期純損失（△） △6,318
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【四半期連結包括利益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

 （単位：千円）

 
当第１四半期連結累計期間
（自　2022年12月１日
至　2023年２月28日）

四半期純損失（△） △6,318

その他の包括利益  

その他有価証券評価差額金 23,463

退職給付に係る調整額 1,449

その他の包括利益合計 24,913

四半期包括利益 18,595

（内訳）  

親会社株主に係る四半期包括利益 18,595
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【注記事項】

（連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更）

　連結の範囲の重要な変更

　当社は、2022年12月16日付で株式会社ユニオン・コンサルタントの全株式を取得したことに伴い、当第１四半期

連結会計期間より同社を連結の範囲に含めております。なお、2022年12月31日をみなし取得日としたため、当第１

四半期連結会計期間においては、貸借対照表のみを連結しております。

 

（四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）

（税金費用の計算）

税金費用については、当第１四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適

用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。

ただし、当該見積実効税率を用いて税金費用を計算すると著しく合理性を欠く結果となる場合には、法定実効税

率を使用する方法によっております。なお、法人税等調整額は、法人税等に含めて表示しております。
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（追加情報）

（従業員等に信託を通じて自社の株式を交付する取引）

（1）役員株式給付信託（ＢＢＴ）

　当社は、役員等に対して業績や株価を意識した経営を動機付け、かつ株主との利益意識を共有することを目的

として、「役員株式給付信託（BBT）」を導入しております。

①取引の概要

　本制度は、あらかじめ当社が定めた役員株式給付規程に基づき、受益者要件を満たした者に対して当社株式を

給付する仕組みです。給付する株式については、あらかじめ信託設定した金銭により将来分も含め取得し、信託

財産として分別管理するものとします。

②会計処理

　「従業員等に信託を通じて自社の株式を交付する取引に関する実務上の取扱い」（実務対応報告第30号　2015

年３月26日）に準じております。

③信託が保有する自社の株式に関する事項

　信託に残存する当社株式を、信託における帳簿価額（付随費用の金額を除く）により、純資産の部に自己株式

として計上しております。当第１四半期連結会計期間における当該自己株式の帳簿価額及び株式数は、53,535千

円、21,414株であります。

 

（2）従業員株式給付信託（Ｊ－ＥＳＯＰ）

　当社は、従業員の新しい福利厚生サービスとして自社の株式を給付し、当社の株価や業績との連動性をより高

め、経済的な効果を株主の皆様と共有することにより、株価及び業績向上への従業員の意欲や士気を高めること

を目的として、「従業員株式給付信託（J-ESOP）」を導入しております。

①取引の概要

　本制度は、あらかじめ当社が定めた株式給付規程に基づき、当社の従業員が退職した場合に当該退職者に対し

当社株式を給付する仕組みです。

　当社は、従業員に勤続や成果に応じてポイントを付与し、従業員の退職時に累積したポイントに相当する当社

株式を給付します。退職者に対し給付する株式については、あらかじめ信託設定した金銭により将来分も含め取

得し、信託財産として分別管理するものとします。また、信託銀行は制度加入者である当社従業員（信託管理

人）の指図に基づき議決権を行使します。

　本制度の導入により、従業員の勤労意欲や株価への関心が高まるほか、優秀な人材の確保にも寄与することが

期待されます。

②会計処理

　「従業員等に信託を通じて自社の株式を交付する取引に関する実務上の取扱い」（実務対応報告第30号2015年

３月26日）第20項を適用し、従来採用していた方法を継続しております。

③信託が保有する自社の株式に関する事項

　ア．信託における帳簿価額は、当第１四半期連結会計期間160,693千円であります。信託が保有する自社の株

　　　式は、株主資本において自己株式として計上しておりません。

　イ．期末株式数は、当第１四半期連結会計期間は61,100株であります。期中平均株式数は、当第１四半期連

　　　結会計期間は61,100株であります。期末株式数及び期中平均株式数は、１株当たり情報の計算上、控除

　　　する自己株式数に含めておりません。

 

（四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項）

　当社は、当第1四半期連結会計期間より四半期連結財務諸表を作成しております。四半期連結財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事項は以下のとおりです。

 

１．連結の範囲に関する事項

　　連結子会社の数　　１社

　　連結子会社の名称　株式会社ユニオン・コンサルタント

 

２．持分法の適用に関する事項

（1）持分法を適用しない関連会社の数　　２社

（2）持分法を適用しない関連会社の名称

・文化財調査コンサルタント株式会社

・ＯＨＹＡ　ＵＮＤＥＲＧＲＯＵＮＤ　ＥＮＥＲＧＹ株式会社

 

（3）持分法を適用しない理由
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　持分法を適用していない関連会社は、四半期純損益（持分に見合う額）及び利益剰余金（持分に見合う額）

等からみて、持分法の対象から除いても四半期連結財務諸表に及ぼす影響が軽微であり、かつ、全体としても

重要性がないため、持分法の適用範囲から除外しております。

 

３．連結子会社の事業年度等に関する事項

　株式会社ユニオン・コンサルタントの決算日は３月31日であります。

　四半期連結財務諸表の作成にあたっては、当該連結子会社の四半期決算日現在で実施した仮決算に基づく四半

期財務諸表を使用し、四半期連結決算日との間に生じた重要な取引については、連結上必要な調整を行っており

ます。

 

４．会計方針に関する事項

（1）重要な資産の評価基準及び評価方法

　①有価証券

　　・子会社及び関連会社株式

　　　移動平均法による原価法

　　・その他有価証券

　　　市場価格のない株式等以外のもの

　　　　時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）

　　　市場価格のない株式等

　　　　移動平均法による原価法

　②棚卸資産

　　・未成調査支出金

　　　　個別法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）

　　・材料貯蔵品

　　　　先入先出法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）

 

（2）重要な減価償却資産の減価償却の方法

　①有形固定資産（リース資産を除く）

　　　定率法

　　　ただし、1998年４月１日以降取得した建物（建物附属設備を除く）並びに2016年４月１日以降に取得した

　　建物附属設備及び構築物については定額法

　　主な耐用年数

　　建物　　　　　４年～46年

　　機械及び装置　２年～８年

　②無形固定資産（リース資産を除く）

　　　定額法

　　　自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法

　③リース資産

　　　リース期間を耐用年数として、残存価額を零とする定額法

 

（3）重要な引当金の計上基準

　①貸倒引当金

　　　債権の貸倒れによる損失に備え、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権につ

　　いては個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

　②賞与引当金

　　　従業員への賞与の支出に備えるため、支給見込額のうち、当四半期連結累計期間に帰属する額を計上して

　　おります。

　③役員退職慰労引当金

　　　役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づく要支給額を計上しております。

 

（4）退職給付に係る会計処理の方法

　①退職給付見込額の期間帰属方法

　　　退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当四半期連結会計期間末までの期間に帰属させる方法に

　　ついては、期間定額基準によっております。

　②数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法

　　　数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数(10

　　年)による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理することとしておりま
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　　す。過去勤務費用については、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10年）による

　　定額法により按分した額を費用処理しております。

　③小規模企業による簡便法の採用

　　　連結子会社は、退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算に、退職給付に係る四半期末自己都合要支給

　　額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用しております。

 

（5）重要な収益及び費用の計上基準

　当社グループは地質調査、土質調査を中心に環境・防災・海洋調査業務等を行っており、当該履行義務は調

査業務の進捗に伴い支配が顧客に移転し、一定の期間にわたり充足されるため、履行義務の充足に係る進捗度

を見積り、当該進捗度に基づき収益を一定の期間にわたり認識しております。なお、履行義務の充足に係る進

捗度の見積りの方法は、主として発生原価に基づくインプット法（工事原価総額に対する発生した工事原価の

割合）によっております。ただし、履行義務の充足に係る進捗度を合理的に見積もることができない場合に

は、原価回収基準を適用しております。また、少額又は期間がごく短い業務については、一定の期間にわたり

収益を認識せず、引渡時点において履行義務が充足されると判断し、当該時点で収益を認識しております。

 

（6）重要なヘッジ会計の方法

　　①ヘッジ会計の方法

　　　　繰延ヘッジ処理を採用しております。特例処理の要件を満たした金利スワップ取引については特例処理

　　　を採用しております。

　　②ヘッジ手段とヘッジ対象

　　　　ヘッジ手段：金利スワップ

　　　　ヘッジ対象：変動金利の借入金

　　③ヘッジ方針

　　　　変動金利借入金の金利変動リスクをヘッジすることとしております。

　　④ヘッジ有効性評価の方法

　金利スワップについて、「金融商品会計に関する実務指針」に規定されている金利スワップ等の特例処理

の条件に該当するか否か、または、有効性の判断基準に該当するか否かをもって有効性の判定を行っており

ます。

 

（7）四半期連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

　　　手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動については僅少なリスク

　　しか負わない取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来する短期投資からなっております。
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（四半期連結損益計算書関係）

売上高の季節的変動

当第１四半期連結累計期間（自　2022年12月１日　至　2023年２月28日）

　当社グループは、官公庁・公共企業体をはじめとする公共部門との取引率が高いことから、納期の関係もあ

り、売上高・利益ともに第２四半期と第４四半期に集中するという季節変動の傾向があります。

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半

期連結累計期間に係る減価償却費（無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりであります。

 
当第１四半期連結累計期間
（自 2022年12月１日
至 2023年２月28日）

減価償却費 46,952千円
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（株主資本等関係）

当第１四半期連結累計期間（自　2022年12月１日　至　2023年２月28日）

１．配当に関する事項

(1) 配当支払金額

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2023年２月27日

定時株主総会
普通株式 22,226 25 2022年11月30日 2023年２月28日 利益剰余金

（注）2023年２月27日開催の定時株主総会決議による配当金の総額には、「従業員株式給付信託（J-ESOP）および

役員株式給付信託（BBT）制度」が保有する当社株式に対する配当金2,062千円が含まれております。

 

(2) 基準日が当連結会計年度の開始の日から当四半期連結会計期間末までに属する配当のうち、配当の効力発

生日が当四半期連結会計期間の末日後となるもの

該当事項はありません。

 

２．株主資本の著しい変動に関する事項

該当事項はありません。

 

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

当第１四半期連結累計期間（自　2022年12月１日　至　2023年２月28日）

当社グループは、建設工事に関連する地質調査、土質調査を中心に環境・防災・海洋調査業務等を行い、こ

れらに関連する測量、建設計画、設計等の業務および工事を営む単一事業の企業集団であることから、記載を

省略しております。

 

（企業結合等関係）

（取得による企業結合）

　当社は、2022年12月８日開催の取締役会において、株式会社ユニオン・コンサルタントの全株式を取得して子会

社化することを決議し、同日付で株式譲渡契約を締結し、2022年12月16日付で全株式を取得しました。

 

１．企業結合の概要

(1)被取得企業の名称及び事業の内容

　 被取得企業の名称　　株式会社ユニオン・コンサルタント

　 事業の内容　　　　　地質調査業

(2)企業結合を行った主な理由

　 北海道エリアの拠点として、相乗効果による受注増を目指すため。

(3)企業結合日

　 2022年12月16日（みなし取得日2022年12月31日）

(4)企業結合の法的形式

　 株式取得

(5)結合後企業の名称

　 変更はありません。

(6)取得した議決権比率

　 100％

(7)取得企業を決定するに至った主な根拠

　 当社が現金を対価として株式を取得したことによるものです。

 

２．連結財務諸表に含まれる被取得企業の業績の期間

　　 当第１四半期連結会計期間においては、貸借対照表のみを連結しているため、被取得企業の業績は含まれて

　 おりません。

 

３．被取得企業の取得原価及び対価の種類ごとの内訳

取得の対価 現金 85,000千円

取得原価  85,000千円
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４．主要な取得関連費用の内容及び金額

　 仲介手数料等　25,983千円

 

５．発生した負ののれん発生益の金額及び発生原因

(1)発生した負ののれん発生益の金額

　 78,293千円

(2)発生原因

　 被取得企業の企業結合時の時価純資産が取得原価を上回ったため、その差額を負ののれん発生益として認識し

 ております。

 

６．企業結合日に受け入れた資産及び引き受けた負債の額並びにその主な内訳

流動資産 197,268千円

固定資産 139,423千円

資産合計 336,692千円

流動負債 64,780千円

固定負債 108,617千円

負債合計 173,398千円
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（収益認識関係）

　　顧客との契約から生じる収益を分解した情報は、次のとおりであります。

 

　当第１四半期連結累計期間（自　2022年12月１日　至　2023年２月28日）

（単位：千円）

 

建設コンサルタント事業

一時点で移転される

財又はサービス

一定期間にわたり移転

される財又はサービス
合　計

国・官公庁 8,420 427,548 435,968

地方公共団体 176,043 120,410 296,453

民間その他 271,714 613,054 884,769

顧客との契約から生じる収益 456,177 1,161,013 1,617,191

その他の収益 － － －

外部顧客への売上高 456,177 1,161,013 1,617,191
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（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純損失及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
当第１四半期連結累計期間
（自　2022年12月１日
至　2023年２月28日）

１株当たり四半期純損失（△） △７円28銭

（算定上の基礎）  

親会社株主に帰属する四半期純損失（△）（千円） △6,318

普通株主に帰属しない金額（千円） －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期

純損失（△）（千円）
△6,318

普通株式の期中平均株式数（株） 867,636

（注）１．「役員株式給付信託（ＢＢＴ）」制度に残存する当社の株式は、「１株当たり四半期純利益」を算定するため

の普通株式の期中平均株式数の計算において控除する自己株式に含めております（当第１四半期連結累計期間

21千株）。

２．潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、１株当たり四半期純損失であり、また、潜在株式が存在

　　しないため記載しておりません。

 

（重要な後発事象）

　当社は2023年４月１日付で、退職金規程及び確定給付企業年金規約の改訂を行い、退職金制度及び確定給付企業

年金制度について、最終給与比例方式からポイント制へ移行いたしました。

　移行に伴う会計処理については、「退職給付制度間の移行等に関する会計処理」（企業会計基準適用指針第1号

2016年12月16日）及び「退職給付制度間の移行等の会計処理に関する実務上の取扱い」（実務対応報告第2号2007

年2月7日）を適用する予定です。

　なお、影響額については、現在算定中であります。

 

２【その他】

該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

2023年４月13日

川崎地質株式会社

取締役会　御中

 

みおぎ監査法人

　東京都千代田区

 

 
指 定 社 員
業務執行社員

 公認会計士 中村　謙介

 

 
指 定 社 員
業務執行社員

 公認会計士 高野　将一

 
監査人の結論

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている川崎地質株式

会社の2022年12月１日から2023年11月30日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間(2022年12月１日から2023年

２月28日まで)及び第１四半期連結累計期間(2022年12月１日から2023年２月28日まで)に係る四半期連結財務諸表、す

なわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レビュー

を行った。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、川崎地質株式会社及び連結子会社の2023年２月28日現在の財政状

態及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項が全ての重

要な点において認められなかった。

 

監査人の結論の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューの基準における当監査法人の責任は、「四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責

任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立

しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠

を入手したと判断している。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者及び監査等委員会の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

四半期連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき四半期連結財務諸表を作成することが

適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に基づいて

継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

 

四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した四半期レビューに基づいて、四半期レビュー報告書において独立の立場から四半

期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に従って、四半期レビューの過程を通

じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
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・　主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の四半期レ

ビュー手続を実施する。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・　継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が

認められると判断した場合には、入手した証拠に基づき、四半期連結財務諸表において、我が国において一般に公正妥

当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められない

かどうか結論付ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、四半期レビュー報告書にお

いて四半期連結財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する四半期連結財務諸表の注記事

項が適切でない場合は、四半期連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められている。監

査人の結論は、四半期レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続

企業として存続できなくなる可能性がある。

・　四半期連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の

作成基準に準拠していないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた四半期連結

財務諸表の表示、構成及び内容、並びに四半期連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと信

じさせる事項が認められないかどうかを評価する。

・　四半期連結財務諸表に対する結論を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。

監査人は、四半期連結財務諸表の四半期レビューに関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単独で

監査人の結論に対して責任を負う。

監査人は、監査等委員会に対して、計画した四半期レビューの範囲とその実施時期、四半期レビュー上の重要な発見

事項について報告を行う。

監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに

監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガードを講

じている場合はその内容について報告を行う。

 

利害関係

会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

以　上

 

　（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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